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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

連結経営指標等

　

回次
第45期

第１四半期連結累計(会計)期間
第44期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 22,990 98,958

経常利益 (百万円) 464 3,475

四半期(当期)純利益 (百万円) 122 1,689

純資産額 (百万円) 14,773 14,915

総資産額 (百万円) 39,197 43,221

１株当たり純資産額 (円) 758.09 765.41

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 6.28 84.31

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ─ 84.07

自己資本比率 (％) 37.7 34.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 49 4,277

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 47 △ 6

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 982 △ 639

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 6,908 7,888

従業員数 (名) 2,139 2,113

 (注)１　連結売上高には、消費税及び地方消費税(以下「消費税等」という)は含まれておりません。

２  第45期第１四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　

当第１四半期連結会計期間において、当グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容に重

要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

　

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

　

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 2,139［252］

(注) 　従業員は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。なお、臨時従業員数には嘱託契約の従業員を含み、派遣社員、パートタイマーを除いております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 14［4］

(注) 　従業員は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】
　

事業の種類別セグメントを記載していないため、当第１四半期連結会計期間における事業部門別の生

産、受注及び販売の状況を示すと次の通りであります。

　なお、当第１四半期連結会計期間より従来「情報機器製造」としていた事業部門の名称を「製品開発製

造」に変更しております。

　

(1) 生産実績
　

事業部門の名称 生産高(百万円)

情報ソリューション 7,405

システム・ディストリビューション ─

ＩＴサプライ ─

製品開発製造 1,235

合計 8,640

(注) １　金額は製造原価によって表示しております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績
　

事業部門の名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

情報ソリューション 13,123 6,667

システム・ディストリビューション 3,941 596

ＩＴサプライ 2,857 74

製品開発製造 1,141 575

合計 21,063 7,914

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績
　

事業部門の名称 販売高(百万円)

情報ソリューション 15,185

システム・ディストリビューション 3,718

ＩＴサプライ 2,861

製品開発製造 1,224

合計 22,990

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

　

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

(1)経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間における我が国経済は、昨夏以降のサブプライムローン問題に端を発した

米国金融不安とそれに伴う米国景気後退懸念、およびエネルギー・原材料価格の高騰などを背景として、

企業の業況感は一層慎重化しており、引き続き先行き不透明な状況が続いております。 

　情報サービス産業におきましては、大企業の設備投資の見直しや当グループの主要なお客様層である中

堅・中小企業の設備投資の手控え傾向などが見られ、ビジネス環境は厳しい状況で推移しております。 

　当第１四半期連結会計期間におきましては、平成20年４月１日をもって連結子会社である日本ビジネス

コンピューター株式会社のソフトウェア事業と先進技術部門を連結子会社であるＪＢアドバンスト・テ

クノロジー株式会社に統合いたしました。この統合により、独自の特色のある商品をお客様へご提供し、

グループとしてのビジネスの拡大を目指してまいります。 

　また、財務面におきましては、平成20年４月30日の取締役会決議に基づき、平成20年５月20日に

1,000,000株の自己株式の消却を行っております。 

　当第１四半期連結会計期間における事業分野別の概況は、以下の通りです。

　情報ソリューション分野におきましては、ハードウェア価格の下落に加え、IBM System x（x86サー

バー）を中心に販売数量が減少したことなどにより、売上高は151億85百万円となりました。しかしなが

ら、データ連携ソリューション「CustomerVision/DataAnyware」等は堅調に推移しており、また、基幹再

構築ビジネスおよびＥＲＰビジネスの受注も伸長しております。 

　システム・ディストリビューション分野におきましては、IBM System p（UNIXサーバー）が伸長したこ

とに加え、それに付随するミドルウェアを中心としたソフトウェアの他、独自にご提供する戦略商品

（フォーカスソリューション）の販売が順調に推移した結果、売上高は37億18百万円となりました。 

　ＩＴサプライ分野におきましては、昨年に引き続き大手オフィス用品通販会社向けのプリンターサプラ

イの販売が堅調に推移した結果、売上高は28億61百万円となりました。 

　製品開発製造分野におきましては、日本ビジネスコンピューター株式会社のソフトウェア事業部を統合

したことにより、情報連携支援ソリューション「SystemWebService2.0」、安心・安全ソリューション

「どこでも仮想BOX2.0」を発表するなど、お客様へご提供するソリューションのラインアップの拡充を

図りました。しかしながら、主としてＯＥＭ先に供給しているレーザープリンター等の販売が伸び悩んだ

結果、売上高は12億24百万円となりました。 

　以上の結果、当第１四半期連結会計期間の連結業績は、売上高229億90百万円、営業利益４億44百万円、経

常利益４億64百万円となり、連結子会社の取引先の破綻に伴い貸倒引当金繰入額１億77百万円を特別損

失に計上したため、四半期純利益は１億22百万円となりました。
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(2)財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ40億23百万円減少し、391億97百

万円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金が33億61百万円減少したこと、現金及び預金が９億

80百万円減少したことなどによるものです。 

　当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末と比べ38億81百万円減少し、244億24百万

円となりました。これは主に、支払手形及び買掛金が14億51百万円減少したこと、未払法人税等が11億52

百万円減少したこと、短期借入金が７億10百万円減少したことなどによるものです。 

　当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末と比べ１億42百万円減少し、147億73百

万円となりました。これは主に、四半期純利益の計上により１億22百万円増加した一方、配当金支払いに

より２億72百万円減少したことによるものです。

　

(3)キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。）の残高は、前連結

会計年度末に比べ９億80百万円減少し、69億８百万円となりました。

［営業活動によるキャッシュ・フロー］

営業活動による資金の増加は49百万円となりました。増加要因としては、主として売上債権の減少34

億38百万円、減少要因としては、主として仕入債務の減少14億89百万円、法人税等の支払い14億26百万

円などによるものです。

［投資活動によるキャッシュ・フロー］

投資活動による資金の減少は47百万円となりました。これは主として有形固定資産の取得28百万円

および無形固定資産の取得13百万円などによるものです。

［財務活動によるキャッシュ・フロー］

財務活動による資金の減少は９億82百万円となりました。増加要因としては、主として短期借入れに

よる収入１億50百万円、減少要因としては、主として短期借入金の返済８億60百万円、配当金の支払い

２億72百万円などによるものです。 

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次のとおりです。

　

<当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針>

　当社は、当社の株式の大量取得を目的とする買付が行われる場合においても、当社の企業価値・株主の

皆様の共同の利益に資するものであれば、それに応じるか否かは、最終的には株主の皆様のご判断に委ね

られるべきものと考えております。また、経営を預かる者として経営効率を高めることにより、企業価値

の向上に日々努めていくことが重要であると考えております。 

　しかしながら、高値での売り抜け目的や事業のための特定の重要な資産や技術の取得または切り売り

等、その目的等から見て当社の企業価値および株主の皆様の共同の利益に対する明白な侵害をもたらす

もの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、取締役会や株主の皆様が株式の大量

買付行為について検討し、あるいは取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しない

もの、買付者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買付者との交渉を要するものなど、当社

の企業価値および株主の皆様の共同の利益に反する場合もあり、そういった不当な買収者から当社が築
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いてきた企業価値や株主の皆様をはじめとするステークホルダーの利益を守る必要が生ずる場合も想定

されます。 

　このようなことから、当社の株式の大量取得を目的とする買付けが仮に発生した場合、当該買付者の事

業内容、将来の事業計画や過去の投資行動の傾向および実績等から、当該買付行為が当社の企業価値およ

び株主の皆様の共同の利益に与える影響を慎重に検討することもまた重要であると認識いたしておりま

す。 

　現在のところ、当社には、当社株式の大量買付に関して、差し迫った具体的脅威は発生いたしておりませ

ん。また、当社といたしましても、そのような買付者が出現した場合の具体的な取り組み（いわゆる「敵

対的買収防衛策」）を予め定めるものではありません。 

　しかしながら、当社といたしましては、株主の皆様から付託を受けた経営者の責務として、当社株式の取

引の状況や株主構成の異動の状況等を常に注視しつつ、発生時の初動体制を整えるほか、当社株式の大量

取得を企図する者が出現した場合には、社外の専門家も交え、当該買付者の意図の確認、事業計画の評価

および交渉を行い、当該買付行為が当社の企業価値および株主の皆様の共同の利益に資さない場合には、

具体的な対抗措置の要否およびその内容等を速やかに決定・開示し、適切な対抗措置を実行する体制を

直ちに整える所存です。 

　なお、制度としての敵対的買収防衛策の導入につきましても、重要な経営課題のひとつと捉えており、買

収行為を巡る法制度の整備や関係当局の判断および見解も考慮しつつ、世の中の動向も見極め、今後も継

続して検討を進めてまいります。

　

(5)研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は73百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

　

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 86,000,000

計 86,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,711,54320,711,543
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり権利内
容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

計 20,711,54320,711,543― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

第３回新株予約権（平成16年８月９日発行）

株主総会の特別決議日(平成16年６月15日)

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 2,194 　　　　　　　　　 　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 219,400

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり803　　　　　　　　　　　(注)２

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日～平成22年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円）

発行価格　　803
資本組入額　402

新株予約権の行使の条件

(1)対象者は、以下の権利喪失事由に該当した場合には直ちにその権利
を喪失する。
・禁固以上の刑に処せられた場合
・当社又は当社関係会社の取締役又は監査役の地位にある者が解
任、自己都合による辞任により、その地位を失った場合（身分変
更のための解任は除く）
・就業規則に基づく懲戒処分により、降格もしくは解雇された場
合、又は自己都合により退職した場合
・対象者が、書面により新株予約権を放棄する旨を申し出た場合
・対象者が死亡した場合
・対象者に新株予約権を行使させることが相当でない特段の事由
が発生したとして、取締役会が当該対象者による新株予約権の行
使を認めない旨の決議を行った場合

(2)各新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数が当社の一単元
の株式数の整数倍となる場合に限り、これを行うことができる。

(3)新株予約権の質入れ、その他の処分をすることができない。
(4)新株予約権の行使に関するその他の細目は、当社と新株予約権の割
当を受ける者との間で締結される新株予約権割当契約書による。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　新株予約権発行後、時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株を発行または自己株式を処分する場合（新

株予約権の行使の場合を除く）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切

り上げる。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり

払込金額」を「１株当たり処分金額」に読み替えるものとする。

また、新株予約権発行後、当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割また

は併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
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第４回新株予約権（平成16年10月29日発行）

株主総会の特別決議日(平成16年６月15日)

第１四半期会計期間末現在
(平成20年６月30日)

新株予約権の数（個） 170 　　　　　　　　　　　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 17,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり801 　　　　　　　　　　　(注)２

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日～平成22年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円）

発行価格　　801
資本組入額　401

新株予約権の行使の条件

(1)対象者は、以下の権利喪失事由に該当した場合には直ちにその権利
を喪失する。
・禁固以上の刑に処せられた場合
・当社又は当社関係会社の取締役又は監査役の地位にある者が解
任、自己都合による辞任により、その地位を失った場合（身分変
更のための解任は除く）
・就業規則に基づく懲戒処分により、降格もしくは解雇された場
合、又は自己都合により退職した場合
・対象者が、書面により新株予約権を放棄する旨を申し出た場合
・対象者が死亡した場合
・対象者に新株予約権を行使させることが相当でない特段の事由
が発生したとして、取締役会が当該対象者による新株予約権の行
使を認めない旨の決議を行った場合

(2)各新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数が当社の一単元
の株式数の整数倍となる場合に限り、これを行うことができる。

(3)新株予約権の質入れ、その他の処分をすることができない。
(4)新株予約権の行使に関するその他の細目は、当社と新株予約権の割
当を受ける者との間で締結される新株予約権割当契約書による。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　新株予約権発行後、時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株を発行または自己株式を処分する場合（新

株予約権の行使の場合を除く）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切

り上げる。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり

払込金額」を「１株当たり処分金額」に読み替えるものとする。

また、新株予約権発行後、当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は当該株式の分割また

は併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
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(3) 【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年５月20日(注) △1,000 20,711 ─ 4,687 ─ 4,760

(注)　自己株式の消却による減少であります。

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。

　

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期間末日現在（平成20年６月30日）の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容

が確認できないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株

主名簿による記載をしています。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)
普通株式

2,224,200 ―
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,473,600194,736 同上

単元未満株式 普通株式 13,743 ― 同上

発行済株式総数 21,711,543 ― ―

総株主の議決権 ― 194,736 ―

(注) １　「単元未満株式数」には当社所有の自己株式５株が含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が63,000株(議決権630個)含まれており

ます。
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② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
ＪＢＣＣホールディングス
株式会社

東京都大田区蒲田五丁目37
－１　ニッセイアロマスク
エア

2,224,200 － 2,224,20010.24

計 ― 2,224,200 － 2,224,20010.24

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年４月 　５月  ６月

最高(円) 816 810 802

最低(円) 725 750 760

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

　

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)の四半期連結財務諸表について、あらた監査法人により四半期レビューを受

けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,908 7,888

受取手形及び売掛金 15,736 19,097

商品 1,991 2,168

製品 424 384

半製品 160 124

原材料 1,294 1,322

仕掛品 1,154 914

その他 3,372 3,074

貸倒引当金 △101 △68

流動資産合計 30,941 34,905

固定資産

有形固定資産 ※１
 1,659

※１
 1,675

無形固定資産

のれん 887 943

その他 440 455

無形固定資産合計 1,327 1,398

投資その他の資産

その他 5,572 5,364

貸倒引当金 △303 △122

投資その他の資産合計 5,269 5,241

固定資産合計 8,256 8,315

資産合計 39,197 43,221

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,714 14,165

短期借入金 ※２
 680

※２
 1,390

未払法人税等 178 1,330

販売等奨励引当金 95 104

その他 4,942 5,684

流動負債合計 18,611 22,675

固定負債

長期借入金 171 171

退職給付引当金 5,616 5,435

その他 25 23

固定負債合計 5,813 5,630

負債合計 24,424 28,305
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成20年３月31日）

純資産の部

株主資本

資本金 4,687 4,687

資本剰余金 4,760 4,760

利益剰余金 6,649 7,834

自己株式 △1,265 △2,299

株主資本合計 14,832 14,982

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △58 △65

為替換算調整勘定 △0 △1

評価・換算差額等合計 △59 △66

純資産合計 14,773 14,915

負債純資産合計 39,197 43,221
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(2)【四半期連結損益計算書】
　　　【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成20年４月1日
　　 至 平成20年６月30日）

売上高 22,990

売上原価 18,525

売上総利益 4,464

販売費及び一般管理費 ※１
 4,019

営業利益 444

営業外収益

受取利息 1

受取配当金 17

為替差益 9

その他 12

営業外収益合計 40

営業外費用

支払利息 3

支払手数料 14

その他 2

営業外費用合計 20

経常利益 464

特別利益

会員権売却益 9

その他 1

特別利益合計 10

特別損失

貸倒引当金繰入額 177

その他 0

特別損失合計 177

税金等調整前四半期純利益 298

法人税等 175

四半期純利益 122
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成20年４月1日
　　 至 平成20年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 298

減価償却費 72

のれん償却額 56

貸倒引当金の増減額（△は減少） 213

退職給付引当金の増減額（△は減少） 180

販売等奨励引当金の増減額（△は減少） △8

受取利息及び受取配当金 △19

支払利息 3

支払手数料 14

売上債権の増減額（△は増加） 3,438

たな卸資産の増減額（△は増加） △112

仕入債務の増減額（△は減少） △1,489

その他 △1,165

小計 1,483

利息及び配当金の受取額 19

利息の支払額 △4

手数料の支払額 △22

法人税等の支払額 △1,426

営業活動によるキャッシュ・フロー 49

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △28

無形固定資産の取得による支出 △13

投資有価証券の取得による支出 △9

投資有価証券の売却による収入 6

その他 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △47

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 150

短期借入金の返済による支出 △860

配当金の支払額 △272

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △982

現金及び現金同等物に係る換算差額 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △980

現金及び現金同等物の期首残高 7,888

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 6,908
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 至　平成20年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を当

第１四半期連結会計期間から適用しております。これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

【簡便な会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 至　平成20年６月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

一部の連結子会社は、当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著し

い変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を

基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

３　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 至　平成20年６月30日)

　税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積もり、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

　

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　1,884百万円

 

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　1,840百万円

 

※２　取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結しております。

　これら契約に基づく当第１四半期連結会計期間末

の借入未実行残高等は次の通りであります。

当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額

12,500百万円

借入実行残高 510

借入未実行残高 11,990

※２　取引銀行と当座貸越契約を締結しております。

　この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行

残高等は次の通りであります。

当座貸越極度額 10,950百万円

借入実行残高 1,330

借入未実行残高 9,620

　３　偶発債務

従業員の金融機関からの借入金に対して、２百万円
の債務保証を行っております。
　また、役職員ストックオプション向け銀行ローンに
ついて、11百万円の債務保証を行っております。

　３　偶発債務

従業員の金融機関からの借入金に対して、２百万円
の債務保証を行っております。
　また、役職員ストックオプション向け銀行ローンに
ついて、14百万円の債務保証を行っております。

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 至　平成20年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与 1,552百万円

賞与 464

退職給付費用 115

貸倒引当金繰入額 38

販売等奨励引当金繰入額 15

のれん償却額 55

研究開発費 73

 

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 至　平成20年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

「現金及び現金同等物の四半期末残高」と四半期連結貸借対照表に記載されている「現金及び預金」勘定は一
致しております。
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(株主資本等関係)

　
当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１

日　至　平成20年６月30日）
　
１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 20,711,543

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,224,262

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年４月30日
取締役会

普通株式 利益剰余金 272 14.00平成20年３月31日 平成20年６月18日

　
　(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間末後となるもの

　

　　　該当事項はありません。

　

４　株主資本の著しい変動に関する事項
　(単位：百万円)

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前連結会計年度末残高 4,687 4,760 7,834 △ 2,299 14,982

当第１四半期連結会計期間末までの
変動額

　剰余金の配当 ─ ─ △ 272 ─ △ 272

　四半期純利益 ─ ─ 122 ─ 122

　自己株式の取得 ─ ─ ─ 0 0

　自己株式の消却 ─ ─ △ 1,033 1,033 ─

当第１四半期連結会計期間末までの
変動額合計

─ ─ △ 1,184 1,033 △ 150

当第１四半期連結会計期間末残高 4,687 4,760 6,649 △ 1,265 14,832
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(リース取引関係)

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日 至　平成20年６月30日)

　

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当第１四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著

しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

　

(有価証券関係)

　

当第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日)

　

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

　

当第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日)

　

該当事項はありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日 至　平成20年６月30日)

　

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

　

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

当社及び連結子会社は、コンピューターの販売及びそれに付帯するサービスの提供を行っており当

該事業の売上高及び営業利益はいずれも全事業の合計の90％を超えるため、事業の種類別セグメント

情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

全セグメントの売上高の合計に占める本邦の売上高の割合は、90％を超えているため、所在地別セグ

メント情報の記載は省略しております。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。

　

　

(企業結合等関係)

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

758円09銭 765円41銭

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 6円28銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

 (注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。

２  １株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 122

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 122

普通株式の期中平均株式数(株) 19,487,318

　

　

(重要な後発事象)

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

該当事項はありません。

　

　

２【その他】

　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月13日

ＪＢＣＣホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　池 之 上　　孝　　幸　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＪＢ

ＣＣホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期

連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連

結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＪＢＣＣホールディングス株式会社及び連結

子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

ＪＢＣＣホールディングス株式会社(E02729)

四半期報告書

26/26


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

